
 

『2016年分路線価は8年ぶりに上昇 日本一は31年連続で銀座「鳩居堂前」』 
 

 全国の国税局・税務署において７月１日、相続税や贈与税の土地等の課税評価額の基準となる

2016年分の路線価及び評価倍率が公表された。今年１月１日時点の全国約32万８千地点における標

準宅地の前年比の変動率の平均は0.2％（昨年▲0.4％）とわずかながら上向き、８年ぶりの上昇となっ

た。 

都道府県別にみると、標準宅地の評価基準額の対前年変動率の平均値の上昇率が「５％未満」の

都道府県は、昨年分の１都２府７県から１都２府11県の計14都府県に増えた。下落率が「５％未満」の

都道府県は昨年の35道府県から33道府県に減少し、下落率が「５％以上」の都道府県は昨年に引き

続きゼロとなった。路線価が８年ぶりに上昇した要因には、金融緩和等の後押しもあり不動産向け投資

が拡大したことや、訪日外国人の増加を見込んだ店舗・ホテル需要の高まりなどがある。 

  都道府県庁所在都市の最高路線価では、１位は東京・中央区銀座５丁目の「銀座中央通り」で、１平

方メートル当たりの路線価は前年から18.7％上昇の3200万円となった。以下、大阪・北区角田町の「御

堂筋」1016万円（増減率＋22.1％）、名古屋市中村区名駅１丁目「名駅通り」840万円（同＋14.1％） と続
く。 

 

『２年前納国民年金保険料の取扱い 全額控除と各年控除を選択できる』 
         

 2014年４月から、２年分の国民年金保険料を前納することができることとされている。保険料の支払

いは、口座振替のみが対象で現金払いやクレジットカードでの支払いはできない。 

この２年前納された国民年金保険料に係る社会保険料控除については、(1)納めた年に全額控除

する方法と、(2)各年分の保険料に相当する額を算出し各年において控除する方法を選択することが

できることとされている。 

ただし、一度(2)の方法を選択した場合は、(1)の方法による控除に戻すことができないので、慎重に

検討して選択する必要がある。 

また、いずれの方法を選択した場合であっても、年末調整において、所得者本人が納めた国民年金

保険料について社会保険料控除を受けるためには、日本年金機構が発行した社会保険料控除証明

書を給与所得者の保険料控除申告書に添付して、給与等の支払者へ提出又は提示することとなって

いる。 

 日本年金機構が発行する社会保険料控除証明書には、前納分を含め、その年に納付された保険料

の総額が記載されていることから、上記の各年分の保険料相当額を各年において控除する方法を選

択する場合には、所得者自らが各年において「社会保険料（国民年金保険料）控除額内訳明細書」を

作成の上、日本年金機構が発行した控除証明書と併せて給与所得者の保険料控除申告書に添付し

て給与等の支払者へ提出することとなっている。                  
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